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1 特別論文
「教師の成長j 概念の再検討
上越教育大学安藤知子
1. 問題の所在
本研究の呂的は、 1980年代を中心とする教師の成長・発達に関する研究の総括から、長期的視
野で変容をとらえる成長概念に加えて、個別場面での行為の選択決定の積み重ねが成長の道筋とな
っていくことを視野に入れる成長概念、による研究の重要性を明らかにすることである。
現在は「教師の成長Jといえば、一人の教師が、教職についた後も様々な経験や研修や自己学習
によって専門的な能力や教師としての素養を獲得し、よりすぐれた教師になっていくこと、といっ
たイメージで理解されるのが一般的であろう。このような、実践経験の蓄積による「熟練j のイメ
ージは、特に日本においてはなじみの深いものである。しかし、その熟練の中味として、専門的知
識や技術、子ども理解の能力、学校管理・経営的な能力等を異体的に想定するような、言い換えれ
ば成長の内容を能力や資質の進歩・発展として分析的にとらえ、かつ段階的、連続的な時期的縮を
もって理解ーするような成長の捉え方は、それほど古いものではない。教師の成長そのものが研究の
対象とされ、それがいかに措かれるのかということが主要な研究関心となったのは、主として1970
年代から1980年代のことであるといってよいだろう。
それ以前の教師に関する研究は、教師の資格要件や役割や地位、それらの基盤となる養成教育の
在り方や内容に関するものが主であった。それが1970年代頃から、次第に「教師になるj 過程、
すなわち教師という織業を選択するという意味での教師になるまでのプロセスを視野に含めるよう
になる。それはさらに、教職に就いた後にも試行錯誤の過程があってより多くの知識や技術を身に
つけ、すぐれた教師へと成長を続けるものであるという連続的・段階的成長の考え方に準拠する「教
師になっていくことJの研究へと関心を拡大していった。それ以来、多様なアプローチを採用する
研究が、多様な意図に基づいて教師の成長・発達過程を解明すべく分析を試み、知見を蓄積してき
ている。
しかし、教師の資質向上を目指す政策動向を背景として、教師が教職経験の中で様々な力を獲得
していく過程を探究し、モデル化する試みの多くは、行政研修の体系化等には貢献したが、教師の
成長を支援するという観点からは必ずしも十分なものではなかったと忠われる。というのは、それ
らの研究が扱う「成長j 、すなわち「教師になっていく j 過程には、個々の教師の個別性や行動決
定の際の他律性、教師自身の悩みや迷いといった、現実の成長過程を一人一人異なったものとする
諸要素への着目が希薄であったからである。
これらの要素に丁寧に自を向ければ、 「教師の成長J概念は、 r}ll貢調な成長Jと「問題のある成
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長」を単純に二分するようなものではなく、多様な教師の在り様を許容し、それぞれが呂指す教師
への到達を支援するという、もう少し幅広いものになるだろう。
そこで、本研究では1970年代後半から80年代を中心とする様々な教師の成長・発達研究が、教
師の成長をどのようなものとしてとらえていたのかを明らかにし、その成長概念の転換の必要性に
ついて考察したい。理想的教師像を価値目標として位置づけず、典型的役割(1)に準拠した行動様式
を身につけ企ていくような在り方をも成長として理解しようとする視点は、その是非が分かれるかも
しれない。しかし、このような幅広い成長概念に立脚して「教師が教師になる」過程を問題にしよ
うとした時にこそ、教師像の転換や教師の問題行動やストレスなどの病理現象も、 「教師としての
資格獲得過程」に関わる問題として一つの脈絡に統合されるものと考えられる。こうした問題の視
野からは、教職の職務環境整備という形での成長支援を中心とする教育行政の在り方が展望される
だろう。
本稿では、以ヒのような問題意識に基づ、いて、第一に教師の成長に着目する国内の先行研究を概
観し、それらがどのような研究成果を提出してきたのかを明らかにする(I )。それとともに、そ
れらの研究に残された課題が何であったのかを考察し、そうした研究の限界が f教師の成長」をと
らえる視点、すなわち研究枠組みそのものの不十分さから起因していたことを論述する(田)。さ
らに、これらの限界を克服するために必要な視点について検討し、こうした視点を取り込んだ場合
の教師の行為と成長の問題の新たな読み解き方の可能性について模索したい (N) 。
1. 教師の成長過程に着目する研究
1. 教師の成長に関する研究の領域
現在の「教師iの成長J観に多大な影響を及ぼしたと思われる、 1980年代を中心とする教師研究
は、内容としては、諸外国での研究動向に立脚した教師教育の理論的研究と、日本の学校現場や教
員研修の場を調査対象とする実証的研究とに大別される。諸外国の動向を検討する研究は、実証的
な研究を先導する役割を果たしてきた。特に、岸本幸次郎他(1980)や小山悦司(1981)は、諸外国に
おける教師の成長過程に関する研究を概観し、役割論、発達論、職業的社会化論、キャリア論とい
った理論的背景の相違を見出している。
実証!j<J研究の多くも、理論研究と!司様に背景とする理論基盤の相違によっていくつかのアプロー
チの違いを指摘することができる(2)。それは第一に、キャリア・ディベロップメント論に準拠して
職業的発達の段階を解明していこうとするものであり、第二にそうしたキャリア・ディベロップメ
ント論の心理学的視点への偏りを批判する立場から社会学的視点への着目を強調する職業的社会化
研究に準拠するものであり、第三に人の一生涯の軌跡を様々な出来事の時期や間隔、 )1慎序などによ
って、社会的なパターンとして描き出すライフコース・アフローチの視角から教師の力量形成を分
析しようとするものである。
もちろん、どのアプローチを採用する研究も、一生涯にわたる教師としての人生の過程に関心を
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おく点では共通しているので、研究開心の領域は重複する。いずれの研究がどの理論を基盤として
いるかは必ずしも明確に区分できるものではないが、ここでは便宜的に三つのアプローチに区分し
てその内容を概観していきたい。
なお、この時期授業研究の領域では「教師の思考や知識の変化・発達j に着目する研究が展開さ
れており、それらも「教師の授業力量の成長jに!謂する研究とみなすことができる(秋田喜代美，1992)。
しかし、本論文では教師という職務全般を視野に入れて「教師になっていく J過程に着呂する研究
を対象としたいので、ここでは扱わないことにする。
2. キャリア・ディベ口ップメント理論に準拠する研究
1 ) 理論的背景
キャリア・ディベロップメント(CareerDevelopment)は、そもそもはキャリア・ガイダンス
(Career Guidance)やキャリア・カウンセリンク(CareerCounseling)、つまり職業相談のために明
らかにされるべき職業選択のメカニズムとして研究されてきた。その起源は、ブラウンとブルック
ス (Brownand Brooks) によれば、パーソンズ、(Parsons，F.)の職業選択の研究(1909)にまで遡る。
パーソンズは、職業選択には三つの条件が必要であることを指摘した。すなわち、 「①適性、能
力、興味、将来展望、手段、ド艮界などに関する明断な自己理解、②職業選択の成功のために必要な
条件、条件の有利さ、払う代償、機会、異なる職業の可能性等、職業に関するト分な情報、③これ
ら二要因の本質的な理由付けがなされることJ (Brown， and Brooks，1984，p.5)である。キャリ
ア・ディベロップメント研究は、こうした三条件のうち、まず第二の条件に相当する、職業の種類
やその内容等に関する知識の社会からの提供や当事者の内面での形成に関する研究から出発した。
それが1930から50年代になると経済恐慌や政治不安、第二次世界大戦なと、不安定な社会状況を背
景として、第一の条件に相当する個人の心理的側面における職業選択のメカニズムを解明する研究
へと関心の焦点を移す。この時期、社会的要因に着目する研究では経済的条件の格差、性別や人種
による制限などが職業選択の重要な規定因となっていることを解明しつつあったが、しかしどちら
かといえば、フロイト(Freud)やエリクソン(Erikson)、マズロー(Maslow)などの影響を受けた発達
心理学的研究の方が盛んであったらしい。これらが現在キャリア・カウンセリング実践論の理論基
盤へと発展している (Brownand Brooks， 1984， p.4)。
こうした流れの中でギンツバーグ(Ginzberg，E.)は、 1951年に 4名の同僚とともに従来の職業選
択の理論に精神室学分野からの発達理論を取り込んだキャリア・ディベロップメント理論の公式化
を試みる(1984，p.178参照)。この試みの過程で、就職後も職業認識は成長し続けるものであるとい
うように、職業選択研究の概念枠組みが変更されていった。また、スーパー(Super，D.E.)は、ギン
ツパーグの他、職業的発達の五段階を設定するビューラー(Buehler，C.)の人生段階論や、ミラーと
フォーム(Millerand Form)の社会学的変形を含む発達心理学などの成果に着毘し、個人が職業生
活に適応していく過程を描き出した (1957)。これが、従来「職業選択J r職業適j芯j という語
によって展開されていた研究をキャリア・デベロップメント、つまり職業発達という枠組みで再定
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義する契機として、大きな意味を持ったわけである(スーパー，1957，訳本 p.229・235)。
日本における実証的研究は、多くがスーパーに代表されるキャリア・デベロップメント論を理論
的出発点とする。ただしそれに対する訳語は、 「職能成長J rフロフェッショナル・グロースJ r職
能発達」など多様であり、それらはおのおの微妙に異なる理論枠組みを持っていたといえるのであ
る(3)。
2 ) 職能成長研究
1980年代には、国立教育研究所内日本比較教育学会「教師教育」共同研究委員会(1980)、日本
教育行政学会指導行政特別委員会(1982)、筑波大学教育学系内教師教育研究会(1983)、日本教育学
会教filj教育に関する研究委員会(1983)など、多くの研究組織が作られ、大規模な調査研究が行われ
ている。こうした研究の多くは、キャリア・ディベロップメント論の中でも、キャリアパス(Car・eer
Path)、キャリア・ラダー(CareerLadder)、スタッフ・ディベロッフメント(StaffDeve1opment) 
などのテクニカルタームを鍵概念とする研究の成果を範とするものであり、 「職能成長研究Jとし
てまとめることができる。キャリアパスやキャリア・ラダーといった概念は、いわゆる営利企業体
が職務の階梯を明確にし、組織へのコミットメントや職務能力の発揮を効果的に促進していくこと
を目指すものである。これらの研究は、キャリア・ディベロッフメント理論を援用しつつ、さらに
「組織への貢献」を念頭において個人の職能成長を分析する研究であったといえよう。
これらはいずれも、教師の資質能力の低下が批判される社会状況に対して、最終的には教育行政
の及びうる領域や成し得る具体的な施策を検討することを目的としていた。そのため、行政研修の
体系化などへの具体的関与の可能性を見通すことが重要な研究課題であり、教師が専門的な能力を
獲得していく過程を、できる限り客観的かつ合理的に解明しようとする研究方法が模索された。結
果、必然的にそのアプローチは、教師個人の人間的成長発達という側面よりも、外部から関与可能
な領域のように見える手段としての知識や技能の側面を扱うものとなる。これらの研究により、 X
判lに教i践キャリア(経験年数やi段位など)のフロセスを置き、 Y輯iにキャリア・ステージごとの職
能期待を積み上げていく形での、教師の職能成長モデルの基本形が形成されることになった。
もちろん、それぞれの研究を厳密に検討すれば、必ずしも職能成長過程のモデル化を目的として
いたわけではない。 ‘例を挙げれば、小島弘道他(1981)は、若い時期に獲得すべき力量の内容を明
らかにすることよりは、力量形成についての若い教師の意識傾向を解明することに力点が置かれて
いた。これは、世代的特徴としてではなく、教職における「若い時期Jの持つ環境条件の特殊性か
ら生じる特徴として、若い教師の力量形成に関する考え方を解明しようとした点で示唆的なもので
あった。にもかかわらず、意識調査の結果に基づいて力量形成の実態を描写するという方法をとっ
たゆえに、職能成長過程のモデル化を促す動向に荷担するものとなっていたことは否定しがたい。
多くの職能成長研究が、同様にして本来の研究意図で、はないにもかかわらず、職能成長のモデルを
描こうとする研究動向に沿ったものとして理解されていたと考えられるのである。
3 ) 職能発達研究
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他方、こうした職能成長研究と若干異なる問題設定をする研究として、西接可(1989)や小室哲範
(1987)らの整理がある。キャリア強調モデルに準拠する織能成長研究は、知識や技能的側面に照準
をあてた「教師の成長過程j の限定的把握により、実用性・応用範囲の広さなと、の点で、有効な成果
をあげたが、その現象を科学的かつ分析的に解明するには、以下の理由から限界のあるものであっ
た。
それは第一に、教師のキャリア(経験年数や職位)に応じた資質力量の期待や形成を明らかにす
ることに目的があるために、教師一人一人の能力差やパーソナリティの相違といった個人差までは
考慮に入れていなかったことである。第二は、同様にして個々の教師の生活歴や教職経験、学校毎
に異なる課題状況などの環境の個別性を考慮に入れていなかったこと。第三には、教師のキャリア
を暫定的に校長へ至るプロセスとして描いたが、こうした織能成長過程では、校長になることを想
定する教師と、生涯一実践者であることを志向する教師などの質的差異を問題としえなかったこと
である (4)。これらの理由から、総じて個々の教師に偲性的な能力の獲得過程は描ききれずにいたと
いえる。
こうした職能成長研究の限界に対して、西は個々の教師の人間的発達という観点から教師の職
能発達のメカニズムをモデル化しようとした。それは、職能成長研究よりも一層スーパーの研究に
接近した心理学的な知見を基盤として、個人の内的成長と外的環境との相互作用に重点をおいたモ
デルを想定するものであった。まず、教師の職務能力を、知識や技能などの知的要因と教職適性の
有無、価値観や信念、興味欲求などのパーソナリティ要因に大男IJされる「教師特性j と、動機づけ
の方向や行動様式の人柄的要密としての「執務態度Jの相互作用の結果として把握する。さらに、
教師自身が行動と評価とのギャッフを変革の課題として認識し、それが行動変容への具体的な努力
になることが、職能成長にとって決定的に重要であるとした(西，1989)。小室は、さらにこの自己
の課題の認識が、経験の受け止め方によって大きく異なってくることを指摘し、 「この経験の受け
止め方のベースになるのが、これまでの諸経験の中で培われてきたその教師の自己概念なのであ
るJ(1987，p.102)、として自己概念への着目の必要を強調した。
これらの発達モデルは、第一にキャリア・プロセス的職能成長研究の成果を受けて、与える一方
の研修が充実整備され、教師を包囲しつつある状況の中で、教師の側に主体的選択の余地を残す研
修こそ重要であるとの観点を明確に打ち出した点で評髄されるだろう。また、何が成功で何が失敗
であるのかは多分に価値的な問題であり、一概には規定できないが、職能成長が成功裏に達成され
る場合のみならず、教職への適応がうまくいかない教師や、歪んだ教師像を獲得していく教師の場
合についても、同じ「職務遂行能力の人間的発達j という枠組みから説明可能なものと位置づけた
点で、興味深いものであった。
3.職業的社会化研究
1 ) 職業的社会化の概念
繰り返しになるが、キャリア・ディベロップメント研究は、そもそも心理学的関心と社会学的関
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心の両面から接近しうるものとして出発しながら、どちらかといえば「発達心理学に依拠した『発
達理論』が優勢であったJ (陣内清彦，1975，p.48)といえるものである。しかし、スーパーの説明
ではどうしても個人の職業認識が先になり、その職業認識へと当事者を方向づけている社会的要因
への着目が不十分になる。このことを陣内靖彦(1975)は、 「職業観の形成が、心理的発達一般の単
なる『職業的解釈Jになりがちで、個人が具体的にどのような環境のもとでどのような存在状況の
圧力を受け、特定の職業観を形成するに至ったかの説明が弱くなってしまう J(p.49)と指摘する。
発達理論に基づく研究が盛んに展開される反面では、こうした弱点を意識して社会的変数を分析す
る研究も決して少なくなく、着目すべき成果も提出されている。 r職業的社会化J概念、は、どちら
かといえばこれらの社会学的観点を持つ研究で、主張され、使用されてきた。
そもそもパーソンズ F らの関心には、職業選択に伴う教育相談(ガイダンス)をシステム化し
ようとする効率的な観点ばかりがあったわけではない。社会の現実の中に否定しがたく機能してい
る、将来就くであろう職業の態様別に社会化されていく子どもたちの教育および成長のプロセスを
解明しようとの社会学的関心もあったわけである。職業的社会化研究は、特にこの点に関心を焦点
化するものであったといえよう。
今津孝次郎(1979)は、職業的社会化を「将来従事する、または現在従事している職業の地位・役
割達成に必要とされる知識・技能・価値規範を獲得し、その職業への一体化を確立していく過程で
あるJ(p.18)と定義する。職業的社会化研究は、このような概念定義に従うならば、時間の経過に
伴う職業への一体化の過程という意味での「成長Jへの視点を持った研究である。しかし、他方で
新井真人は、日本教育社会学会編『教育社会学の展開~ (1972)の中で、職業的社会化を「雇用契約
に典型的にみられる労働組織体のニーズ、自我のパーソナリティのニーズ、及び自我を一員とする
家族のニーズの相互充足過程の中で、自我が上述の意味での『職業』にいかに社会的に接近・形成
されていくかを問題にする。 J(1972，p.24)と定義している。そして、①移行段階、②社会化の内
容、③社会イヒを促すエージエント、④社会イヒのメカニズム、の四つが主要な分析観点であるとする。
こうした整理からは、職業的社会化研究が職業への一体化過程の全体を時系列的に眺望するという
よりは、一体化プロセスの構造を分析するものであることが窺えよう。
2 ) 教師の職業的社会化研究
教fJilの職業的社会化というテーマも、基本的には上記の文脈から社会全体における職業への社会
化を問題とする際の一つの焦点づけとして、教職という職業を限定的に扱うものである。それは教
職に就く以前の青年が教織を選択するに至る動態の解明を主要課題とする予期的社会化の研究と、
就職後の成長、すなわち役割認知の変化とそれへの新たな適応、教職規範の内面化といった側面に
焦点を当てる職業的社会化研究とに大別される。予期的社会化研究は大学生、殊に教員養成系大学
の学生などを対象として、教職のイメージや教職を志した動機、契機、影響を受けた教師の存在な
どを聞く調査研究(森孝子 1957.1969、今津 1979など)や、教員になって年数の浅い若い教員に
対して、同様に教織への就職動機や教職観の変化などを尋ねる研究(伊藤敬・山崎準二，1987，1989)
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などがある。
一方、就職後の職業的社会化を扱った実証的研究の代表的なものとしては、例えば教職経験3、
4年呂の新任教員に対する面接調査から、学級内の子どもへの指導のみに集中していた役割認知が
学校組織の下位文化的規範の中で次第に学級外、学校外との役割関係の認知を含んだものへと再規
定されていくことを明らかにした田中一生(1975)などがある。また永井聖二(1977)は、教師文化の
内面化過程としての社会化に着目し、若い教師を対象とする調査から、同僚を評価する際の基準に
ついては特に学年教師集団の「調和Jを乱さないことが最低条件となっており、また、文化の規範
的要素の内在化において重要な役割を果たしている「意味ある他者Jは同僚教師であることを指摘
した。
教師の予期的社会化研究では、教職という一つの職業への焦点化に伴い、職業的社会化研究本
来の問題関心である社会全体の秩序維持の可能性や機能の解明などは比重が軽くなり、代わって「人
はいかにして教職を選択するかJという教員養成教育の出発点となる動機やカリキュラム内容、養
成教育の持つ影響力などの研究に比重が置かれるようになってくる。こうした観点からすると、先
述の「成長Jに着目する職業的社会化研究は、むしろ、 「全体社会であれ、学校であれ、それに対
する教師の職業的社会化の機能を問題とする視点は欠如しており、ほとんど見るべき成果がないJ
(耳塚・酒井・油布，1988，p.97) といった評価をうけるのもやむを得ないかもしれない。
しかし、就職後の教師を対象とする職業的社会化研究では、成長過程における社会的規定性の
重大さを、 「調和Jを重視する教員のi可僚文化による規定(永井，1977)や個別性と学年集団の協
調の両面からの圧力(田中，1975)など、具体的な形で解明している。これらは他の「教師の成長j
へのアプローチと大きく異なる独自性であるといえる。
4. ライフコース・アプローチ
1 ) ライフコース研究の理論基盤
ライフコース研究は、そもそもはライフサイクル研究の系譜上に位置づけられる。ライフサイク
ル研究とは、 「人間の一生にみられる規則的なくり返し現象j を出生・成長・成熟・老衰・死亡と
いった生命現象のサイクルとしてではなく、 「生活現象として把握し謹し、生活現象のライフサイ
クルあるいはその変化を発見Jしようとするものである(森岡清美，1977，p.2)。この意味で、例えば
「労働者のライフサイクルj とか「現代女性のライフサイクルj などのように、社会や文化の在り
様と密接に関係する人間の生きざまを描き出そうとする研究が数多くなされてきた。
ライフコース研究はこうしたライフサイクル論を基盤として、さらにサイクルではなくコースと
しての個々人の歩みを把握しようとする。すなわち、ライフサイクル研究は「人生上の各種の出来
事に着目しながらも、その時機、移行期間、間隔、 JI真序に関しての一般化を急ぐあまり過度の斉一
性が前面にでできてしまい、個々人の歩みの多様性が捨象されがちj であったと指摘されるように
(山崎，1992，p.179)、どちらかといえば近代化や都市化、それによる就労形態や家族構成の変化など、
現代社会と人間の生活様式との関わりといった大きな視点から人間の一生涯を描いてしまう傾向が
-105-
『学校経営研究』第25巻 2000 
強かった。これに対してライフコース研究は、より敏密に個々人の生涯に密着しその行路を描き出
そうとする。
そのアプローチの特色は、第一に il寺1引を複合的に把握する点である。石原邦雄 (1985) は
ライフコース研究の独自性を i{由人と社会の関連(相互作用)を時間輸の中で捉える観点」に認め
ているが、その際の「時間j として f加齢に伴う偲人i即時間 (individ ual time) 、各種の社会関
係の経過としての社会的!l寺1JlCsocial time)、さらにそれら全体を包む歴史的時間(historicaltime) J 
の三つをあげている。また、社会的時間 (socialtime)は家族周期を基礎とする家族的時間(family
time)と職業生活の基礎となる産業部]時間(industrialtime)などが考えられるとしている(p.287)。
特色の第二は「個人の生活の場をまず家族に求めj る点である(森i時，1977，p.2) 。基本的にライ
フサイクル研究は人の一生涯を描く際にその主たる関心を家族に向けてきた。そのため、それは家
族のライフサイクルともいえる研究を蓄積してきている。第三には、人々の生活歴の開き取り調査
などから事例的にアフローチするライフヒストリー研究の蓄積を有している点である。
教fliを対象とするライフコース研究は、第一の特色である複合的なものとしての時間の把握を、
産業的時間(industrialtime)、つまり職務に従事している時間を中前1lとして描くものである。そこ
ではキャリア・職歴・職業移動などに着目される。この点でライフコース・アプローチをとる研究
も、耳目論枠組みや過去の研究成果の蓄積を辿る中からはキャリア・ディベロップメント研究との多
くの法点を発見することができる。しかし、教師の時間を家庭や社会と関わる生活時間との関係も
含めて「個人j の幅で分析する点や(第二の特色の取り込み)、主として面接法による開き取りに
よって個人の辿った軌跡を鍛密に明らかにし(第三の特色)、時代や社会背景と組み合わされた特
定の世代の特定の成長の過程を描き出そうとする点は、職業発達研究や職業的社会化研究と異なる
特徴であろう。
2 )教師のライフコース研究
教師に!到するライフコース研究は決して多くはない。稲垣忠彦・寺i崎昌男他(1988)が最もまとま
ったものといえるだろう。それは、特に個人にとってインパクトとなるような歴史的事件や生活歴
から人々の「生きざま」を辿ろうとするライフコース研究の方法論に準じて、教師の成長をマクロ
な時代的視点とミクロな個人的視点によって立体的に描き出そうとする。稲垣らの研究では、長野
師範学校のi昭和 6年卒業生で戦前・戦中・戦後のが140年間を教師として生きた人々を対象として
質問紙と開き取りによる調査を行い、そこから教師としての力量形成過程が分析されている。個々
の教師の言葉を書き起こす作業の中で、社会的な事件、結婚や出産などの人生の転機、先輩教師の
インパクトなど教師にとっての成長の契機として大きな意味を持っていた事柄が淡々と示された。
また、木間一明・桝IJ京禎宏(1988)は、数量的調査によって一般化される職能成長研究を批判して、
「量的に集約されたれ職能成長モデル』ではなく、自らの職能成長過程を自己評価して描いた各教
師の個人的な『職能成長像~ J (p.63)を明らかにする事例研究を行った。 i職能成長研究を発展的に
改善していく試みとしてまとめられているが、その方法や記述のしかた、言及する範関などから、
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これもライフコース研究に分類、できるだろう。
こうしたライフコース・アプローチは、①個人を中心に鋸える、②人間の発達に着呂する、③コ
ーホート(同年齢集団)を対象として観察する、④歴史的事件のインパクトを重視する、という四
つの特質を持つとされる(山崎，1992，pp.178-180)。個人を中心に据えるというのは、従来の職能
成長研究にはなかった視点であり、まさに職能成長研究が克服しなければならなかった部分である。
ライフコース研究はその際、人間の発達過程として職能成長を描こうとするという方向性を持って
個人を中心に据えるわけである。しかし、完全な個人への着巨では具体的な事例研究に止まってし
まい、一般化への手掛かりが少ないこと、現実の人間はまったく一人で人生を生きるのではないこ
となどに留意して、むしろコーホートの中での相互依存・相互規定関係の中で生きる個人の成長過
程を細かに明らかにしようとする。それゆえに、ある年齢集団ごとに異なると思われる歴史的事件
のインパクトなど、個々の人間の成長過程としての力量形成プロセスへの外在的な影響要因を重視
するわけである。ただし、こうしたコーホートの設定は、そもそも個人の個別的な発達よりもコー
ホートの発達という社会的要因に着目するライフサイクル研究の方法論である。ゆえに、以上のよ
うな研究上の困難を解決するという利点を持つ反面で、ライフサイクル研究がライフコース研究に
批判されてきたところの、コーホートとしての人生の軌跡の一般化を安易に導いてしまう危険性は
自覚されなければならないだろう。
11. r教師の成長研究Jの特質と限界
1 .教師の成長過程に着目する研究の特質
以上、 「教師の成長過程に着目する研究j をアフローチのタイフ別にまとめてみた。これらはそ
れぞれに多様なアフローチを採るものであり、一長一短のあるものであったことがわかる。そこに
は、それぞれに先行研究の欠点を克服しようとする努力があり、その努力は成果となって現在にも
有効である。特にライフコースアプローチは、成長の個別性や社会的条件に着目し、質的に教師の
成長過程に接近しようとした点で、当時の「成長研究j がもたらした行政研修の整備拡充という結
果と方向を異にしており、新たな成長概念を模索する上で多くの示唆を残すものである。
しかし、 80年代の成長研究は結局全体として行政研修拡充という動向を中心とするものであり、
こうした時代性や社会性を背景に背負っていたことは共通していたように思われる。特に、以下の
諸点は着邑すべき特質であった。
1 ) プラス価値での f成長j とマイナス価償での「成長jの煮離
この時期、行政研修拡充を促進したのは、主として職能成長研究であった。ここで今一度、職能
成長研究と職業的社会化研究の「目的Jがどのように設定されていたのかを確認しておこう。職能
成長研究では、例えば「行政関心としての『研修の体系化』を批判的に考察しながら、望ましい研
修行政の役割を明らかにすることにも寄与できるJ (筑波大学，1983，p.2)など、実践的課題への
即時的対応がかなり明確に意図されていた。そこでは行政責任を明確にし、教師の資質向上につい
-107-
『学校経営研究』第25巻 2000 
て、可能な改善方策を模索することが呂的とされてきた。 ー方職業的社会化研究は、そもそも教師
が投入される学校を基盤として、学校組織の中に教師としてのアイデンティティを「育てるJ機能
や力を発見・提示することに、主たる関心が向けられていた。これらは相互の研究成果が統合され
れば、教師iの成長過程に関与する学校と行政のそれぞれの役割が明確になるはずのものである。に
もかかわらず、これらの研究はそれぞれのアフローチが持つ基本的な研究姿勢へのこだわりから、
相互に背反しあってきたきらいがあったように思う。
耳塚らのレビューでは、 「研修に関する研究では、職場での教師の社会化過程を成長の過程とし
てのみ捉えようとする傾向が強いのだが、職業的社会化研究は、文化の内在化として捉えるのであ
れ、現実的な役割規定への変更を問題とするのであれ、現実の過程を冷めた自で見ょうとする視点
が強いJ (p.l04) との性格の相違が指摘される。そのうえで、職業的社会化研究を「研修の研究
が成長の過程として描いていることのイデオロギー性を捉え返す可能性を秘めているJと評価する
(5)。しかし、 「成長Jにこだわらずに学校内で起こっている現実を冷めた自で見ながら教師の変容
の過程を解明しようとしてきた職業的社会化研究は、逆に学校組織のもつ社会化機能のマイナス面
を主張する人々に利用され、フラスの機能を提示する機会を奪うことに貢献してしまっていたかも
しれない。
ライフコース研究は教師の成長場面を多面的にとらえていたためこの限りではなかったが、この
時期の「教師の成長J研究では、もっぱら学校組織の社会化機能についてはマイナス価値をおびた
変容が強調され、一方学校外での現職教育機能についてはフラス価値をおびた変容が強調されると
いう両極への釆離が見られたのである。
2 ) r教師Jの科学的断片化と再矯成
また、着目すべき第二の特質は、教問1が実証科学的研究の対象となり、教師役割の遂行に必要な
資質や力量項目による「解体Jと、その経年的変化の中での獲得という形での「再構成Jが進展し
たことである。この時期には、教師の成長過程を解明しようとする研究とともに、その前提的作業
として教師に求められる資質や力量を分析し、構造的にとらえようと試みる研究も多く展開された。
特に職能成長研究では、これらの研究成果と密接な関係を持たせながら教師の資質力量を要素ごと
に分解し、その段階的獲得の過程をモデル化して来たといえる。多様な研究の間で資質力量の要素
をどのように設定するか、どのような段階を想定するか等に相違は見られたが、全体として、ごく
ー般的な教訓が何年ほどの経験によって学校内のどのような役割を担うようになり、どのような力
量を獲得していくか、あるし刈まどのような力量の獲得を必要とするのかについての体系的な理解を
促した点では大きな相違はなかった。
このような形で70年代からの教師研究には、多かれ少なかれ、新たな研究対象あるいは研究領
域としての「教師J、すなわち教郁の入職後の経験プロセスへの着目という意図があったといえる。
それはライフコース{計究においても例外ではなかっただろう。従来個々の教師の人間味や経験の厚
みとして語られてきた教師としての熟練に着自し、研究の対象とすることは、たとえそれが偲人の
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物語の記述であったとしても、熟練度を測る尺度の創出を意味していたわけである。
3 ) 教膏病理克服・学校改善の担い手としての教師への着呂
第三の特質は、いずれの研究アプローチにおいても、教師の成長過程と学校教育の質との関係に
ついては、教師が成長し行動を変容させることによって、学校や教育の質が変わるという図式で捉
えられる傾向にあったという点である。繰り返しになるが、職能成長研究は「研修に対する実践的
なインプリケーションを得ようとするJ (耳塚・酒井・池布，1988，p.l02) ものであり、明確にそ
の先に学校教育の質的改善が意図されていた。それは80年代当時の校内暴力や非行、いじめ、登
校拒否などの発生件数増加による学校不信の進行と、学校不信から派生した教師の専門的能力への
不信感の高まりという強力な連関を考えれば、教師の能力向上を促進する方策の模索が教師の成長
研究の目的であるのは必然的でもあった。また職業的社会化研究は、教師が「個人の所属する組織
の規範や価値に同調し、それを内面化していく過程Jを捉えることを目的としており(耳塚・酒井。
池布，1988，p.lOl) 、ライブコース研究とともに、どちらかといえば実践的課題への寄与という差
し追った呂的を前面には出さずに、成長過程解明の一端を担うまでを課題とするものが多かった。
とはいえ、それらでさえも、社会問題となっている数々の教育病理や「その一部である問題教師J
という認識にまったく無関係になされていたわけではない。
教育病理の深刻化が学校不信や教師不信と結びついた社会状況は、その当時の「教師の成長j に
関心を寄せる研究にとって、教育や学校の質的改善への貢献を期待するプレッシャーとなったであ
ろう。学校教育の質が教師の質によって規定されるとともに、教師の質を規定するものでもあると
いう相互規定性は、本来は言うまでもないことである。しかし、学校や教育の問題が社会の構造的
ゆがみとして取り上げられた時に、教師は半ば一方的に問題の当事者あるいは解決の担い手として
位置づけられてしまったのである。そのために学校や教育をめぐる問題の議論のテーブルから教師
が除外されてしまったことには、ほとんど注意が向けられないで来たといえよう。
4 ) 偲人への着目と「偲別性・一般性Jへの意味付与
第四の特質は、これらの研究がいずれも、今津(1992)が指摘するように、 「教員集団Jという
全体への着目から個々の教師の成長への着目に論点をシフトさせていったという点と、にもかかわ
らずその研究の多くは倍々の教師の個性やおかれている状況の個別性などを含む多様な成長過程の
ありょうを把握し、許容する成長のメカニズムを描き出すことを意図していなかったという点であ
る。これは、教師の成長に着目する諸研究の目的と方法の組み合わせに起因する特質といえよう。
例えば、職能成長研究のように行政施策への示唆を意図する研究でも、教職全体の質的向上では
なく教師個人の成長を描き出すことが目的とされた。その背景には、教職全体の質はこれを構成す
る倍々の教師の能力向上に依存するという見解の広がりがあった。そこで、職能成長研究も教師偲
人の発達メカニズムの解明を課題としたが、しかし方法論としては、実証科学としての信頼性や妥
当性を要求され、行政施策として一般化できる成果が求められたため、 「教員集団j を対象とする
大規模な量的調査から、最頻値あるいは平均値を採ってくるようなものにならざるを得なかったわ
????? ?
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けである。ゆえに、一般的に描かれてきた教師の「成長モデルj は共通して平準化された最も理想
的、あるいは最も平均的な教師像になっていたといえる。それらは、誰もが納得するようなモデル
でありながら、誰もがそれを完全には範とできないようなモデルでもあった。この意味で、調査研
究による成長過程の分析は、過剰に「一般性Jの抽出に傾斜する傾向があった。
他方、ライフコース・アプローチのように、個々の教師の人生を描き出すことを重視する研究は
f!占lJ]IJr下jな成長に丁寧に寄り添った分析をするものであったが、逆に「個別性Jに過度に傾斜するも
のとなる傾向があったといえる。こうして、一般性と個別性は、教師の成長を捉える二つの視点、
行政的視点と実践的視点として意味を付与され、それぞれが異なる内容を明らかにすることで補い
合うものと位置づけられてきた。そこでは、個別性を含んだ成長のメカニズムの解明が教育行政}j包
策にとっても有効で、あるという意識は、総じて希薄であったといえるのである。
2 特質から起因する成果と限界
1 ) 教師をめぐる行政的取り組みへの貢献
これらの研究の展開から合理的・科学的な教師理解が深められたこと、教師の職能成長プロセス
に関する一般的モデルが浸透したこと、それによって「教師の成長Jに関する研究の論点が、いつ
どのような能力を獲得できるのか、する必要があるのか、という点に焦点化されたこと、また、行
政研修の体系化など教育行政サイドの支援体制の充実を促進することになったことなどは、当時の
|時代感覚からすれば十分に「教師の成長過程に着自する研究Jの進展による成果であったといえる。
合理的・機能的な教師理解の促進は、多様な教育問題の原因として教師の質や能力を問おうとす
る社会的状況の中で、教師への無分男IJな期待や過剰な要求を自粛し、むしろ経験の浅い教師たちを
支援しなければならないという発想の転換を導いたと考えることができる。また、こうした教師の
力量形成過程をキャリア・プロセスとして描こうとする一連の研究は、教部の養成は養成教育段階
で終了するのではなく、採用や研修の段階と連続するという成長観を支持するものであった。その
ため、 liJl修における行政責任の自覚にも貢献し、羅列的で、雑多な研修を、職能成長の一つの筋道に
治って整備充実させるという、自治体単位での教師教育への取り組みを促進するものであった。
当時、教育行政では様々な理由から教師の職能成長を支援するために、研修の体系化の必要性が
意識されるようになっていた。それは例えば、①教育病理の深刻化、②「問題教師j事例の表面化、
③教育機部・情報処理技術等の革新、④国際理解教育をはじめとする新たな課題への対応、などで
ある。多くの教育委員会や教育センターが、職能成長プロセスをモデル化する諸研究を参考としな
がら組自の行政研修の体系化に取り組み、効果的な研修の実施を企図する改善工夫が積み重ねられ
た。しかし、これらの成果は、現在その成果の浸透に伴って生じてきた新たな困難に直面しつつあ
るように忠われる。
2 ) 学校の社会現実と相互交渉する教師への着目の不十分さ
一独立変数としての f教師j の限界
その困難の第一は、 「学校によって育てられるJ教師への着目の不十分さに起因するものである。
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i職能成長研究は「学校によって育てられるj ということの意味を、職位や経験年数に伴う職能期待
の変化とそれに応える教師の知識や技術の蓄積と読み替えた。しかし、このような読み替えには、
知識や技術面以外での教師の意識傾向や教師文化の内面化といった側面で学校組織が持つ教師を育
てる機能や力への視点が抜け落ちていたといえる。一方職業的社会化研究は、これらの視点を持つ
研究であったが、そこでの文化の内面化や教師のメンタリティの形成は「成長Jという観点からは
とらえられなかった。つまり、 「学校が教師を育てる」メカニズムを解明しながら、結局それは学
校批判、教師批判に結びつく結論を導き出すためのものとして利用されていたのである。ここで、
学校批判が容易に教師批判にもなってしまっていたのは、教師が学校の担い手の位置に閤定されて
いたからであり、またそうでない場合には、批判されるような学校状況の中で、それに対して何ら
主体的な対応をとれずにいる教師という位置で理解されていたからであろう。
ここには、個人の意識と社会との関係における相互性の視点の不十分さが見いだされる。そのた
め、個々人(教師)の努力によって社会(学校や教育)が変革可能であるかのような都合の良い期
待も、逆に社会(学校や教育)の現実構造に規定されるばかりの個人(教師)の描かれ方も、教師
たちのEl常世-界の実感に迫ることはできなかったといえよう。こうして、教師をより正確に理解し
ようとする問題意識から出発したはずの「教師の成長研究Jは、その成果に準拠して教師の質や力
量や成長・発達を理解しようとする人々と、教師たち自身との簡の距離をさらに拡大することに貢
献してしまったといえるのである。
3 ) 平準化された教師像への閉塞一個別性の捨象
第二の国難は、方法論上の問題から起因している。先に述べたように、多くの研究によって蓄
積された成長モデルの知見は、個人の成長フロセスを描こうとするものでありながら、 100%その
モデルに該当する個人はいないかもしれないような「平準化Jされた教師像を描き出すものであっ
た。
ライフコース研究のように、丁寧に個人の生涯に沿って成長過程を記述する研究の成果は、教
師にとってリアリティのあるものであったが、しかしそうした成果から行政施策として教師の成長
への支援策を構想するにはもう一段階距離のあるものであった。結局、教育行政への示唆を意図し
た時点で、教師の成長過程は一般的教師像を描くことに重点が置かれることになってしまった。そ
の結果、個々の教師の個人差や、価値を置く教師像の多様性などがまず除外され、次に、微妙な人
間関係の機微や想像外の出来事などを契機とする人生観の転換といった状況の多様性が除外されたα
そうして、価値観が多様化し、教部{象も混迷の途にあるといわれる状況の中で、理想的な、あるい
は理想的といって言い過ぎであれば模範的な教師の姿とその生涯を描き出すという、全体としての
幻想のプロセスを措くことになってしまったわけである。このような「成長j の描き方の中では、
個々の教師の個性や状況や環境による成長過程の違いは、十分に考慮される余地がなかった。
4 ) 行政研修への「函い込みJ→国人特性への回帰
とはいえ、このようにして教師の現実感覚とは距離のあるままに、一般的成長モデルを基盤とす
??
?
???
『学校経営研究』第25巻 2000 
る行政研修の整備充実は進展した。確かに雑多なものを整理・体系化し、研修機会を十分活用でき
るものにするという支援体制づくりには批判されるべき点は見あたらないかもしれない。しかし、
研修行政のこうした努力に付随する「言外の意味」には慎重である必要がある。というのは、研修
は一般化された規範的な職能成長モデルに従って体系化されてきた。当然倍々人の課題と必要性に
応じて多様な研修を柔軟に受けられるようにとの配慮はあったであろう (G)。だがこのような体系化
は、結果的に職能成長の規範的基準との関係で各教師の成長レベルを測定可能にしたという意味を
持っているのである。
しかも現在の教員政策の現況を見るi浪りでは、 80年代の研究成果は行政的支援の拡大を大幅に
進展させたが、それと同時に進展すべきであった各学校の自律的な教師を育てる機能は十分に生か
されていない。つまり、行政研修の体系化が進められた結果は、いつでも誰でも必要に応じて研修
を受けることができるきめ細かな支援体制の構築として理解される反面、理想的な成長目標に対す
る「個々人の努力Jへの閤い込みとしても理解されうるのである。ここに、第三の国難を発見する
ことができる。
研修の機会は|一分に体系化され準備され、不十分であればさらに充実整備する行政的構えはある
ので、あとは教師個々人の自覚と努力次第である、と言われかねない状況が生まれつつある。かく
して、ひとたび科学的理解の浸透によって自重されたはずの個々の教師の努力への過剰な期待は、
研修という土俵にあげられ、その枠の中で潜在的に温存されることになる。研修によって個人特性
を越えて解決策が模索された資質向上・職能成長という課題は、ここで再び個人特性の問題とされ、
振り出しに戻ってしまうのである。
IV.新たな「教師の成長研究Jの可能性
1 .個別性への視線を内包する成長モデルの一般化
このように、教師の成長過程に着目する研究が進展するほど、教師の現実感覚からかけ離れた行
政研修の拡充が進行し、教sij個々人の努力が規範的に要請される事態をもたらすことになった。研
修が一人一人の現実感覚に沿えないという点については、 「教師j が社会的役割である以上やむを
得ない部分もあろう。しかし、解明されてきた教師の成長モデルと教師の現実感覚との間に組舗が
あるとするならば、それを無視するわけにはいかない。というのも、当事者の現実感覚にそぐわな
い改善案や行政施策は、たとえ法改正や事務次官通達という形を取って指導を徹底しでも形骸化し
やすく、教師を疲弊させるだけに終わることが多いからである。また、教部にとっては現実味のな
し1様々な教育論が一人歩きして、それが教師批判に結びついたり行政施策に皮映されたりすること
の積み重ねは、自らの意思よりも他者が期待することを優先させざるを得ない状況をもたらし、教
師の他律感や無力感を助長することになるだろう (7)。そうした他律感や無力感は、行為者としての
主体性を放棄することにつながる危険性があり、それによって教職の専門性や教師一生徒間の役割
規定の混迷といった事態へと波及していくかもしれない問題である。
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では、教師の現実感覚に接近していくためには、どのような成長研究が必要なのだろうか。この
点で多くの手がかりを残しているのがライフコース研究である。ライフコース研究は個人と社会と
の相互作用としての成長過程に着巨し、教師の現実感覚に寄り添って熟練のプロセスを明らかにし
ようとしてきた。だが、そこでの現実感覚は一人一人の歴史を記述するというものであり、結果的
に個々別々の人生といったりアリティの枠を出ないものである。この枠を出ないことがライフコー
ス研究の意義であるが、それゆえに、ここから行政的支援を構想することは困難である。これから
の教師の成長を支援する学校や行政の在り方を模索するという視点からは、ライフコース研究に学
びつつ、さらに新たな成長をとらえる枠組みを志向する必要があるだろう。
そこで、例えば個別性を許容しつつ成長過程のモデル化を意図する研究が考えられる。先に80
年代の成長研究に共通する特質として指繍してきたように、従来成長過程の個別性と一般性とは、
対になった対立概念として扱われてきた傾向があった。しかし、個別性への着目と成長モデルの一
般化とは本質的に対立する概念ではない。個々の教師の置かれた状況の特殊性や個性、目指す教師
像の相違等を考慮に含めつつ、そうした個別性によって異なってくるはずの場面ごとの行為の選択
決定のありょうを積み重ねていったものとして教師の成長過程を捉えることで、個別性を視野に入
れた成長モデルを描くことは可能であろう。従って、現実に存在する個別性を抽出して示すのみで
はなく、それらが関わり影響しあいながら教師の成長を方向づけていくプロセスを解明する研究が
求められる。
2. 倍々の教師の行為に立脚する成長観
このように教師の現実感覚からかけ離れない成長研究の可能性を構想すると、その展開を支える
のは個別性と一般性を取り込んだ柔軟な成長概念への変更である。具体的には、教師の成長過程を
模範的モデルとして説明するための目的合理的で規範的な視点から、個別の教育行為場面における
教師の意識や倍値判断の動きを通して、その変容を長期開に亘り描いていこうとする解釈的で価値
中立的な視点への移行である。これは、 80年代の教師の成長研究の成果を否定するものではなく、
そこで示された長期的な成長過程の基盤部分にあるはずの、個別的な意思決定への着目を追加しよ
うとするものである。
そのために、まず第一に、個人と他者とのやりとりの中で選択決定され繰り返される行為の蓄積
や、状況に最も適合的な行為の再選択の過程が教師にとっての「成長過程Jの出発点であるとの視
点から教師の成長を捉え直す必要があるだろう。また第二には、こうして個々の行為場面での個別
性に着目した場合に、教師の認識についてはシンボリック相互作用論的な視点や解釈論的なパラダ
イムの観点が必要になるだろう。というのは、 「職業的社会化が現実に生起する過程は、構造一機
能主義の方法がこれまで前提としてきた客観的世界に、所与のものとして存在するものではなく、
職業環境の中で行為者個々人が相互に作用しあう中で彼等が自発的、主体的に創り出す主観的世界
において見出されるからであるJ (田中・蓮尾，1985，p.117)。
教師の行為そのものを相互作用論的な観点から解明しようとする研究としては、ウッズ(Woods，
?〈
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P.， 1980， 1983)やハーグリーブス(Hargreaves，D.，1979)の理論に準拠する一連のストラテジー研究
が80年代を中心に多く展開されている。ストラテジー研究が問題の範障とするのは、呉体的には
教nilが日常どのような行為にどのような意味づけをしながら行動を選択し、意思決定をしているの
かという点で、ある。これらの諸研究はいずれも一見合理的で規範的な行為を、あるいは一見何の意
味もなく情動的にとられているように見える行為を、個々人の主体的意思と独立した意思を持つ他
者との社会的相互作用としてとらえることから出発する。こうした他者との相互作用の視点は、同
I寺に個人がキ!J手や状況について様々な情報や条件を認知する中で、客観的に存在していると「思い
こんでいる i社会的・構造的制約との駆け引きへも自を向ける契機を内包しており、この点で個別
性から一般的な成長モデルへとつなぐ可能性を有していると考えられる。
もっとも、{[罰則i性を視野に含めた成長概念、の必要性については、西や小室による職能発達研究
などですでに意識されていたと思われる。また、本研究では対象としなかったが、 80年代に進展
した教師の知識研究や意思決定研究などの分野から登場し、佐藤学らによって深められ、 90年代
になって関心を集めた教師の省察に関する研究も、個々の教師の意識や行為に立脚する成長概念、を
採用しているものと思われる。佐藤ーは、これまでの教育専門職像を「技術的熟達者j と表現し、そ
れに対する新しい専門職像を「反省的実践家」として説明した。これは、知識や技術といった側面
での能力を積み重ねて熟達していく教師の成長イメージから、 「一見単純にも見える状況や事柄の
内外にはらむ多義的な意味の複雑さや豊かさを解明しながら、 『不確実(uncertainty)~ の世界へ
と踏み込む方向をJ(佐藤，1993，p.21)持つという専門職像を基に、省察の深まりをもって熟練・成
長と捉えるイメージへの転換を主張するものである。
しかし、これらの先行研究を範としながら、もう一つ重要な観点としてここで着呂しておきたい
点がある。それは、個別場開での主体的意思決定を方向づける要因には、自己省察の深まりととも
に、葛藤状況に主体的に対処するほど他律的になるというような、一見矛盾する主体性の在り方が
かかわっているという点である。個別性への着目は、それによって教師の現実感覚に接近し、より
有効な]克服教育への示唆を導き出していくために必要であるが、さらにいえば、葛藤対処のスタイ
ルや行為選択の他律!誌に起因する「歪みj をも含む成長過程を描き出すことを可能にし、研修とい
う形にこだ、わらない行政的支援策を模索するためにも必要であると考えられる。そこで、個別の教
奇行為場而での教師の悩みや迷い、つまり葛藤の存在とその葛藤への対処という次元での、当事者
個人の意思決定プロセスに着目することが重要になってくるだろう。
3. r教師の成長j 問題としてのんーティン化とバーンアウト
このような成長概念を採用すると、教師の行為に関する問題が多面的に成長過程の問題として扱
い得るようになると忠われる。ここではその例として「ルーティン化j と「バーンアウトJのメカ
ニズムについて考えてみたい。
1) )[".-ティン化の問題
ルーティンは、決まりきった日常の仕事や、ある機能を持った一連の手順のことである。ルーテ
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ィン化の進行が問題視されるのは、場面や状況に応じた柔軟な判断、端的に言えば子どもに応じた
個別対応が棚上げされ、一連の指導がプログラミングされた手続きのごとくこなされるだけになっ
てしまう、という弊害が生じてくるからである。
ルーティン・ワークが生じる契機として着告すべきなのは、ある行為に対する相手の反応や様々
なサンクションの受け止め方であろう。行為者本人が行為の結果を成功だ、と認識し、他者の反応も
「成功j の認識に吸収してしまいやすい場合、次の類似場面でも開様の行為の選択が繰り返されや
すくなる。しかし、検討を省略した行為の選択が適切なものではなかったと、他者に感じられた場
合に、えてしてルーティン・ワークは問題になる。ここには、選択された行為に対する小さな違和
感や、行為相手の受け止め方との僅かな不整合等の反応がフィードバックされていない状況を発見
することができょう。
ルーティン・ワークは、たしかに、教育行為の複雑で不安定な状況をある程度緩和することがで
きる。教育行為が型通りの無機的な作業と化してしまえば、授業進度の「効率Jはあがり、子ども
に対する指導の「格差は減少Jするかもしれない。こうなれば「教師の教育行為は、本質的に『ル
ーティンイヒ』の性格を苧みやすいJ(西，1990，p. 79)といえるだろう。しかし、ルーティン化が進行
するほど、その行為相手である子どもの他者性は見えにくくなる。相互作用の中で新たな意味世界
を形成する、という動態的な相互行為性は希薄になる。こうした状況は、一人一人をよく見てきめ
細かな対応をしてほしいと考えている大多数の児童・生徒や保護者の期待には、十分に添えないも
のとなるだろう。
このようにルーティン化は、複雑で不安定な教育行為場面を前にして、教師が安定化を志向しな
がら経験を蓄積していった場合の、多分に問題を苧んだ一つの対処様式の獲得パターンを示してい
ると考えられる。
2 ) バーンアウトの問題
また、教師のバーンアウト問題は、精神性疾患による病気休職者数の増加の中で、メンタルヘ
ルスへの関心の高まりとともに論じられるようになった。これまでのバーンアウト研究は、個人特
性に加えて様々な制度的矛盾や構造的葛藤の必然性が教師にストレスをもたらし、ストレスが蓄積
された最終段階としてパーンアウトが生じることを明らかにしてきている(宗像恒次・椎谷淳
二，1988.p.ll1・115)。行為の背後にある社会的な期待の矛盾やそこから導かれる行為規範の葛藤が、
必然的に意思決定に悩みや迷いをもたらし、しかも悩みつつ判断した行為に対して児童・生徒の反
応が、期待したような成果を認められないものである時、また次の行為場面でもさらに意思決定は
悩み多いものとなっていく。こうした「ストレスの蓄積J、つまり自らが選択した行為に満足して
いない経験、結果に満足できない経験など、いずれにしても主観レベルでの積極的なフィードバッ
クが十分に得られないまま経験を蓄積させていくことが、エネルギーの枯渇を招くわけである。
パーンアウト研究の共通見解として、 「情熱的で教育の理想、に『燃えた』人間志向的で献身的な
教師たちJ(鈴木邦治，1992，p.184)の方がパーンアウトに陥りやすいといわれる。これは、行為を決
?
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定するために場面ごとに丁寧に個別の情報や知識を総動員し、複雑で不安定な状況に立ち向かうよ
うな誠実さが、精神的にも体力的にも激しい消耗をもたらすし、行為に対する行為相手を含む周囲
からの反応を微細に亘って正確に掌握しようとする反省的な態度が、結果的に良いフィードパック
の認知を妨げるために、無力感や無意味さを敏感に看取してしまうからだと考えられる。いわば、
ルーティン・ワークが生起するのとちょうど反対に、複雑で不安定な教育行為場面を前にして、ひ
たすら自己を消耗させていくような対処のパターンなのである。
3 ) r成長jの周辺に位置するものとしてのルーティン化とバーンアウト
この二つの教師の行為上の問題は、いずれも概念定義の確立したものではないので、安易に並列
して抜うことは自重する必要がある。しかしながら、教職の理念と現実との矛盾や葛藤に対処しな
がら採っている行為と、それへの反応のフィードパックとの連鎖の中で生じるであろう行為の変容
パターンとして、表裏の関係にあるように思われる。自らの行為を正しいもの、成功しているもの
と認識することによって、小さな矛盾や子どもの反応との魁離を捨象していくのがルーティン化の
生じ方であり、他方、自らの行為に妥当性を感じることができずに、矛盾や子どもの反応との盤離
を自己内面での相互作用の中に抱え込んでいくのがパーンアウトの生じ方である、とひとまず整理
することができょう。行為の連鎖の中での変容パターンとしては両極端であるが、経験を蓄積しな
がら次の行為場面に臨んでいく際の、葛藤や矛盾への対処不全として理解される点と、行為相手と
の相互作用としての行為の機能不全として理解される点では共通しており、同じ問題軸上にあると
考えることができそうである。
多くの教師が、こうした二つの両極端な対処様式へ行き着く手前で、葛藤への対処を意識し、よ
り良い教師iで、あろうと努力していると考えられる。メンタルヘルスの考え方が革新的であったのは、
一一つには「健康jの概念を、健康な状態と不健康な状態の二分法で考えるのではなく、大多数の人々
はこの二つの明路な状態の中間(グレーゾーン)に位置していると考えるように組み替えた点であ
った。行為の連鎖の中での失敗の消化や、理想と現実の甑紙の克服などによる行為の変容過程につ
いても、こうしたグレーゾーンの考え方が示唆的なのではないだろうか。つまり、指導スタイルに
ついても価値的に望ましい「成長Jと、ルーティンイヒやバーンアウトなどの「問題を苧んだ、変容J
とが二分法的に存在しているわけではないという見方である。従来意味されてきた「成長」は、ル
ーティン{ヒやパーンアウトと近接したグレーゾーンのなかで生じている行為の変容なのである。
v. r教師の成長」概念転換の意義と今後の研究課題
このように検討してくると、一世を風廃した「問題教員Jの様々なケースや、マスコミを賑わし
てきた体罰や校長IJ問題、不幸にして起こってしまう学校事故の渦中にある教師たちの行為について
も、その読みとりの変更が必要になってくるだろう。そうした問題の多くは、成長プロセスで辿っ
てきた行為の変容上の問題なのである。しかも行為の変容は、それぞれの行為場面で行為者に認識
されていた環境がいかなるものであったのか、あるいは行為者が認識した社会的期待と、選択した
??? ?
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行為との関係、およびその距離がどのように意識されていたのか、などの問題を抜きにして論じる
ことはできない。それは当事者の知識や技術、人間性などの個人特性に由来する問題というよりも、
行為相手との関係や置かれた環境条件などの状況的な個別性に基づくものであると考えるべきなの
である。
したがって、教師の知識や技術不足、パーソナリティの問題を論じていても、それは教師の現実
感覚と一致せず、ことの解決には至らないだろう。教師が経験するキャリアや身に付けるべき知識、
および、技術の積み上げを時間の経過に伴って整理するスタイルの成長銀のみでは不十分であること
がもはや明らかである。
加えて、新たな枠組みで教師の成長を捉え直してみると、従来の成長観に基づく行政研修の機能
も違って見えてくる。従来の職能成長モデルが重視していたのは、蓄積される経験への知識や技能
面での情報の追加と、それに見合う自己呈示を要求することであった。ゆえに、職能成長モデルに
基づいて研修の機会を整備しつつ教師に研修を求め、より「望ましい教師Jを呂指す努力を要求す
ることは、実は研修の中で形成された教師像への適応を要求することであったわけである。これは、
たとえ研修がある理想的教師像を明示的に描いていなかったとしても、教師にとっては「他者の一
般的期待を情報として認識し、それを環境認知の際に活用しなければならないjという命題として、
結果的に「環境への適応Jを過剰に要求する機能を果たしてきたと考えることができょう。
99年12月に提出された教員養成審議会の第三次答申では、一律に要求される研修から各教師の
興味・関心を尊重する研修体制への移行が主張され、修士課程への派遣研修や社会体験研修の大幅
な拡大など一層の多様化・柔軟化の方針が示されている。しかし、こうした弾力的支援策も、それ
が採用試験問題の公開や採用したい教銅像の提示など、答申内容のもう一面とかかわって、教師に
期待の内面化や他律性の主体的選択を求めるようなものとして機能したのでは意味がない。こうし
た答申に基づく行政研修の改善が有効なものとなるためにも、教師の意思決定や成長のメカニズム
に対する見識が照われる必要がある。
また、このような成長観のとらえ直しは、教師の成長について「理想的な教師とは何かj という
問題と切り離して扱うことを可能にし、促進するだろう。現代は教師像が混迷し、学校や教師の価
値不在の時代である、といった認識が一般的になって久しいが、たとえめざすべき教師像が暖昧か
っ多様になっても、教師が成長するという現象自体はなくならない。だからこそ、成長の過程で、い
かなる経路を辿ることによって、いかなる教師像を呂擦に据えるに至るのかを解明することが課題
とされなければならないだろう。
本論文では、先行研究の再検討から「教師の成長j研究の理論的課題を導くまでにとどまったが、
今後はこのような視点に立脚する「教師の成長J研究がより深められ、教師をとりまく条件とそれ
への対処様式の現代的な在り方として、その内実が明らかにされていく必要がある。現在は、こう
した成長研究に有効な方法論が必ずしも確立しているわけではない。しかし、可能性としては例え
ば、教師が自らの行為を正当なものとして他者に説明する擦に使用する「説明の作法j に着目しつ
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つ、一つの行為が現象として表れるメカニズムを解釈が]に分析し、そうしたメカニズムの経年変化
を辿っていくような研究の蓄積が考えられるだろう。筆者はこれまでに学校事故判例において被告
の立場からの発言を求められる教師の説明と、マス・メディアに取り上げられる教育実践記録での
教師jiの説明について「説明の作法」を分析すべく試みてきたが刷、こうした試みのさらなる展開が
課題になると考えている。
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(注)
(1) iJJ本雄二(1985)は、ゴフマンが典型的役割(typicalrole)を規範的役割(normativerole)から区
別して前者を重視したことに着呂し、教師に向けられる規範的期待からの逸脱として機能して
いる教師文化の共有を典型的役割へのコミットメントと理解した。ここでいう典型的役割もこ
うした理解に準じたものである。
(2) ここでは理論基盤の相違という観点から区分したが、結局理論基盤は研究の目的に対応した
ものであると考えられる。したがって、この区分はそれぞれの研究が設定している毘的が教育
行政への示唆なのか教育実践への示唆なのかといった相違にも対応しているといえる。
(3) professional growthおよびprofessional developmentが、日本に紹介・導入されるにつれ
て「職能成長Jという訳語が一般的に使用されるようになったが、例えば、小山は自らの研究
上のアイデンティティの表明として「フロフェッショナル・グロース」という語を使用するし、
I~は「織能発達J という語を使用している。
(4) 教fJil像の多様性に関しては、田中一生・蓮尾直美(1985)が教育実践者指向が48%、管理者指
ri可が15.9%という教師のアイデンティティ類型の調査結果を示している。
(5) ここでいう「研修に関する研究Jとは、本研究が職能成長研究としてまとめた諸研究のこと
であると考えてよい。
(6) 1999年12月に出された教員養成審議会の第三次答申では、現職研修が今後個々の教師の主体
I'J<]関心に基づいて、多様かつ選択可能なものになるようさらに整備と充実を進めるべきである
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としている。
(7) 横湯顕子(1993)や佐々木賢(1998)等、現代の教師像を描く際に強迫パーソナリティ、呪縛、
とらわれ、といった語をキーワードとするものも増えつつある。これらは、いずれも教師の他
律感や無力!惑を表現するものである。
(8) 例えば拙稿(1996)では、学校事故の被告の立場に立たされた教師が自らの行為の正当性を説
i現する場合には、児童・生徒の主体性を尊重するという「教育の論理Jに員IJって説明するよう
な「作法」を身につけていることが窺われた。
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